
一 般 質 問 

議席番号 ６ 議員氏名 本 間 政 道 

項
目
・
要
旨 

１．寄居町小中学生の通学等に使用するヘルメット見直しについて 

現在、寄居町の小中学生の通学時にはヘルメットを安全面から着用する事になっ

ているようです。 

しかしながら、近年夏になりますと、気温が４０度近い猛暑日が大変多くなって

おります。保護者の方からは、ヘルメットは非常に暑いし蒸れるので子どもたちが

心配とお聞きしました。 

私もヘルメットを見せていただきましたが、内部が発泡スチロールでできており

確かに改善する余地があると思いました。 

また、令和５年４月から自転車乗車時にヘルメット着用が努力義務化になりまし

たので、ますますヘルメットの重要性を考えなければならないと思われます。 

何か良いヘルメットはないかと調べましたら、茨城県牛久市の小学生の登校写真

を見つけました。 

小学生が被っているヘルメットが大変良く見えましたので、牛久市学校教育課に

伺ったところ、平成３１年４月より茨城県牛久市で小学生に配布しているヘルメッ

トは通気性、安全性、機能性、デザイン性等を協議して決定したヘルメットだそう

です。 

また、そのヘルメットメーカーにも伺ったのですが、近隣では坂戸市の中学校、

群馬県の高等学校に採用されており、警察庁、消防庁にも採用されている企業との

ことです。 

当町でも子どもたちに喜んで着用してもらえるようにヘルメットを見直す必要が

あると考えます。そこで伺います。 

（１）現在、寄居町で使われているヘルメットについて町ではどのような意見を聞

いているか、また、どのような要望を受けているのか伺います。 

（２）現在、寄居町で使用されているヘルメットはいつごろから、どのような協議

を経て採用されたのか伺います。 

（３）現在のヘルメットの単価を伺います。 

（４）来年度に支給されるヘルメットの予定数を伺います。 

（５）今後、子どもたちに喜んで使ってもらえるようなヘルメットに変更するお考

えがあるのか伺います。 

 



 ２．再生資源ヤード規制条例制定について 

近年、鉄くずや廃タイヤ等を取り扱う業者に対し騒音や振動、悪臭や火災の危険

性等の苦情が多くあり、住民生活の問題となっております。 

しかし、鉄くずや廃タイヤなどを屋外で保管する通称「スクラップヤード」では

再生資源物という名目で「廃棄物処理法」の対象外となっており規制ができない状

態です。 

千葉市や袖ケ浦市では、騒音や悪臭などの苦情が上がっていることから、資材の

積み上げられる高さを５メートルまでにすることや、周辺住民への説明会開催、事

業所の周囲に壁を設けることも明記し違反した場合の罰則を設けるなど独自の条例

を制定しているそうです。 

また、さいたま市では苦情や火災の報告も多いため早急に対策を講じる必要があ

ると判断し、今年度内に条例をつくり施行する考えと聞いています。 

また、悪質な業者は規制のない自治体に逃れる懸念もあり、埼玉県の大野知事は

関東地方知事会議で、スクラップヤードで懸念される崩落や火災、悪臭などの国に

よる一括した対策を国に要望しております。そこで伺います。 

（１）町では他市町村のスクラップヤード対策の情報を、どの程度把握しているの

か伺います。 

（２）このようなスクラップヤード問題に対する町のお考えを伺います。 

（３）今後、条例等を制定するお考えがあるのか、伺います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議席番号 ７ 議員氏名 保 泉 周 平 

項
目
・
要
旨 

１．寄居町立地適正化計画について 

近年では、人口減少が全国的に進んでおり、寄居町においても同様に、人口減少

が進み、高齢化も進行しており、この傾向は今後も続く見通しであることから、「持

続可能なまち」を目指す寄居町としては大きな課題となっております。 

 そこで、拡大型の市街地整備を転換し、都市計画上で市街化を目的とする用途地

域を定めた寄居駅及び男衾駅周辺に居住を誘導する環境を整備し、町内の各地域を

交通で結ぶ、コンパクトシティ・プラス・ネットワーク型のまちづくりを推進する

ため、立地適正化計画を定めますとあります。その内容について伺います。 

（１）寄居町内には鉄道路線が３線あり、駅は９駅ありますが、寄居駅・男衾駅以

外の駅周辺はどのように考えますか。 

（２）人口動向について、寄居駅・男衾駅周辺用途地域での人口減少抑制策はあり

ますか。 

（３）交通弱者の移動について、総合的な公共交通対策の考え方はありますか。 

（４）埼玉版スーパー・シティプロジェクトのエントリーの説明を令和４年１２月

に受けましたが、進捗を伺います。 

 ２．教員採用試験と教員免許について 

文部科学省が都道府県教育委員会に民間企業経験者などを積極的に採用するよう

に促しています。小学校を中心に採用試験の競争率が低迷し教員不足の補充ができ

ないためとしているようですが、教員免許のない社会人に教師の道を開く制度が拡

充されているようです。 

 合格後の取得を条件に、教員免許を持たない社会人に門戸を開く自治体も数多い

と聞きました。埼玉県も「後から免許」に見直したとありました。そこで伺います。 

（１）埼玉県及び寄居町の教員は不足しているのですか。 

（２）全国の公立小学校「３５人学級」と教員不足の関係性はどのような事が考え

られますか。 

（３）大学生の場合４年生と３年生でも採用試験は受験ができるようですが、メリ

ット・デメリットはありますか。 

（４）社会人は採用試験合格後、「後から免許」となり、着任は３年後となるようで

すが、「後から免許」の難点は考えられますか。 

（５）免許には種類がありますか。今までにも社会人が現場に招かれた例を聞きま

したが、その理由等を伺います。 

（６）教員免許更新制廃止による課題について伺います。 

 

 

 



議席番号 ４ 議員氏名 津 久 井 大 雄 

項
目
・
要
旨 

１．浄化槽について 

昭和４０年代後半から昭和５０年代前半にかけて、東京都における地価高騰と大

都市の人口急増による住宅不足があり、土地に余裕のある郊外での住宅開発が盛ん

となり、寄居町でも男衾地区や折原地区で大規模な宅地開発が行われて来ました。 

大規模な住宅団地では、共同の大きな合併処理浄化槽を設置し、汚水や雑排水を

処理してきました。また、住民が管理組合を組織し、その合併処理浄化槽を管理し

てきました。 

 しかしながら昨今では、都心から本町に引越しして頂いた皆様方も高齢化が進み、

空き家等も多く存在しています。 

 そして、共同の合併浄化槽のメンテナンス代等は住民が分担して支払っていると

お聞きしています。そこで伺います。 

（１）共同で管理する浄化槽について 

  ①寄居町全体で、団地等で管理している浄化槽は何基あるのかを伺います。 

  ②その中で寄居町が管理等をしている浄化槽があるのか伺います。 

（２）寄居町における下水道整備は残念ながら地形による問題等もありますが、遅

れているのが現状だと思います。都心や県南地区から越して来られた方は驚かれ

ると思います。そこで伺います。 

  ①市街地地区や男衾地区での下水道整備が進んでいますが、今後５年後１０年

後の事業予定について伺います。 

  ②合併処理浄化槽等の今後の補助金制度について見直し等があるのか伺いま

す。 

 ２．中学校の部活地域移行について 

部活動の地域移行とは中学校の部活の運営主体の仕方が変わるという事です。中

学校から地域に移行し簡単に言えば学校が運営する部活が無くなるという事です。 

第１段階として、土日休日の部活動指導を地域のスポーツクラブや外部指導者に

委ねるという地域移行の取り組みが始まっています。今後、平日を含め完全に中学

校の部活を地域に移行させると聞いています。 

この改革の背景には、学校教育が抱える２つの問題があると思います。 

１つ目は深刻な少子化により中学校の生徒数が激減して１校だけでは部活動の存

続が困難になってきているという事です。現実に本町においてもいくつかの部活チ

ームが合同チームであるとお聞きしています。 

２つ目に教員の働き方改革です。教員の長時間労働が問題となっている中で、教

員が土日を使って指導することは労働上においてもよい状況とはいえません。 

そこでまず土日などを教員に休んでもらい、少しでも教員の負担を軽減しようと

いう事です。この地域移行につきまして生徒や保護者からも「中学校の部活は変わ 



 るのですか」、「どのような仕組みになるのですか」などと聞かれます。そこで伺い

ます。 

（１）地域の実態に応じた地域移行が全国的に求められる中で、寄居町の部活動の

現状について伺います。 

（２）そこから見えてくる寄居町の部活動の課題をどうとらえているのか伺います。 

（３）部活動の地域移行について、生徒や児童、保護者そして教員はどのような思

いや意見をもっているのか伺います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議席番号 ２ 議員氏名 浅 見 玲 子 

項
目
・
要
旨 

１．高齢者の健康課題について 

埼玉県では、６５歳に達した人が健康で自立した生活を送ることができる期間 

（具体的には要介護２以上になるまでの期間）を健康寿命として算出しています。

町では、平成３０年に「寄居町健康長寿計画」を策定し、基本理念を「一人ひとり

が健康づくり 笑顔でいきいき健康長寿のまち よりい」と定め、令和５年度から５

年間を見据えた「第２次寄居町健康長寿計画」を策定しました。現在のところ、埼

玉県内では女性の健康寿命は６３位（全県で最下位）、男性は５４位となっています。 

こうした中で近年、難聴は認知症の発症要因の１つという報告が厚生労働省から

発表されました。難聴になると、周囲からの情報量が絶対的に減少します。その結

果、他人の言っていることがよく聞きとれない、会話がうまく成立しない、という

経験を繰り返し、周囲との関わりを避けるようになり最終的には認知機能の低下や

うつ病を発症するリスクが高まります。認知症の発症によって介護認定を受けるケ

ースが生じるわけですから、健康寿命にも影響が出てきます。 

こうしたことから、聴覚障害による身体障害者手帳の対象にならない高齢者の難

聴に対して補聴器の購入に助成金をつける制度を設ける自治体が増えてきていま

す。そこで伺います。 

（１）社会生活に支障や不便を感じている加齢性難聴の実態をつかんでいるか伺い

ます。 

（２）特定健診に聴力検査を加えられないか伺います。 

（３）高齢者の難聴に対して補聴器の購入の助成制度を設ける考えがあるか伺いま

す。 

２. パートナーシップ・ファミリーシップ制度の導入について 

性的少数者らの人権を尊重し、カップルの関係を公的に認める「パートナーシッ

プ制度」について、令和５年の３月定例会では、パートナーシップおよびファミリ

ーシップ宣誓制度の実施に向けた準備を進めるとの答弁がありました。また、広報

よりい８月号には「よりいのＳＤＧｓ」として「１７パートナーシップで目標を達

成しよう」という項目があげられ、「持続可能な開発のための実施手段を強化し、グ

ローバル･パートナーシップ (地球規模の協力関係)を活性化する目標です。すべて

の国々での持続可能な 開発目標の達成を支援すべく、知識、専門的知見、技術およ

び資金源を動員、共有するマルチステークホルダー・パートナーシップによって補

完しつつ、持続可能な開発のためのグローバル・パートナーシップを強化するとと

もに、さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果的な公的、

官民、市民社会のパートナーシップを奨励・推進することを目指しています。」とあ

ります。 

令和５年７月２９日現在埼玉県内ではパートナーシップ制度について導入してい

る自治体が６３市町村中５６市町村（うちファミリーシップ制度もあるのは２８市 



町村）となっています。導入した自治体は、当事者の宣誓や届け出にもとづき証明

書などを発行。公営住宅の入居、公立病院での病状説明などの際、パートナーとし

て対応する内容となっています。パートナーシップやファミリーシップの制度を持

つ自治体が連携し、カップルや家族が引っ越した時に、簡単な手続きで制度を利用

し続けられるようにする取り組みも、広がっています。まだ導入されていない自治

体は７市町のみでそのうちの１つが寄居町となっています。そこで伺います。 

（１）パートナーシップ、ファミリーシップ宣誓制度の実施に向けた準備はどこま

で進んでいるのか伺います。 

（２）近隣の市町村との連携を考えているのか伺います。 

（３）その他、町民の理解促進のための啓発活動をどのように考えているか伺いま

す。 

３. 少子化対策および子育て支援について 

以前は、「子育てするなら寄居町」というキャッチフレーズをよく耳にしました。

子どもの医療費が１８歳まで無料、保育料が第２子半額、第３子以降は無償という

ことで、子どもを寄居町の保育園に預けるために転入してこられた方が少なからず

いたようです。今年の４月から深谷市が全年齢での保育料が無償になったことで、

他市町から寄居町への転入をやめてしまった、深谷市に転出してしまったという話

をいくつか耳にしています。これから子育てを考えている若い世代が安心して子ど

もを産み、育てられる町にするために、思い切った施策が必要であると考えます。

そこで伺います。 

（１）町民から、町長の施策に対してインパクトが薄いという声を聞くことが度々

あります。子育て支援策に対して町長のイニシアチブを発揮して、子育て世帯

が一番願っている政策をお願いしたいと思うのですが、お考えを伺います。 

  ①保育料を完全無償化できないか伺います。 

  ②今年度は新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業とし

て、学校給食費の２分の１を７か月分補助していますが、来年度はこれを町

独自の取り組みとして、全額補助できないか伺います。 

４. 城南中学校区小中学校長寿命化・集約化について 

「寄居町公共施設等総合管理計画」では「公共施設等マネジメントの推進にあた

っては、町民が実際に利用する施設や公共サービスの規模縮小・廃止なども視野に

入れて検討を行うことから、受益者である町民との対話が必要不可欠である。アン

ケート、説明会、ワークショップなど適切な手法を検討し、町民との対話に努める。」

とあります。 

 城南中学校区小中学校長寿命化・集約化に係る説明会で配布された資料には、「ワ

ークショップ形式を取り入れるなど、幅広い意見や考え方を収集し、将来あるべき 

姿について検討する」とあります。そこで伺います。 



 （１）ワークショップについて、運営を担う業者は、決まったのでしょうか。契約

額はいくらだったのか伺います。 

（２）業者を公募している時の実施要領ではワークショップに呼ぶ人数や対象者は

町が決めるという内容だったようですが、どのように対象を決めているのか伺

います。 

（３）特に当事者となる保護者や現場の教員や生徒などの意見を聞くべきと思いま

すが、お考えを伺います。 

（４）当計画には、仮に集約化された後に廃校となる鉢形小学校と折原小学校の解

体費用や跡地利用について、示されていません。特に解体費用は相当額かかる

のではないかと考えます。解体費用はどのくらいかかるのか伺います。 

５. 水天宮祭の舟山車の運行について 

 今年は４年ぶりに水天宮祭が行われ、たくさんの方で賑わいました。ただ一つ残

念だったのは、舟山車が動かなかったことです。聞くところによると、船頭がいな

いということですが、今後船頭を養成する考えはあるか伺います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議席番号 ５ 議員氏名 久 保 鷹 矢 

項
目
・
要
旨 

１．寄居町のふるさと納税制度の現状ついて 

２００８年度より始まりましたふるさと納税制度ですが、２０２２年度の寄付総

額は全国で９６４５億円と「１兆円市場」へと成長したとニュースで報じられてお

ります。利用者数についても全国で約８９０万人が利用しているといわれており、

寄居町の認知度向上、寄居ブランド確立にむけた有効なツールになりうると考えて

おります。 

しかしながら寄居町は、２０２２年度納税額が４３４万円と県内でも低い金額と

なっており、２０２１年度と比べてみても約７００万円減少しており、改善が必要

だと考えております。そこでお伺いいたします。 

（１）２０２１年度から２０２２年度の減少理由について伺います。 

（２）寄付額に対し、寄居町の住民税減収額について伺います。 

（３）ふるさと納税の寄付額ですが、寄付目標額のような計画的取り組みがあるの

か伺います。 

（４）返礼品からでなく、各自治体の問題解決のために「使い道」から選ばせる「ク

ラウドファンディング型ふるさと納税」の活用予定などがあるのか伺います。も

しくは検討などされたことがあるか伺います。 

（５）寄居町にはふるさと納税返礼品に活用できる、宿泊施設や特産品がまだまだ

あると考えておりますが寄居町の返礼品になっていないものについて、原因等を

伺います。 

（６）ふるさと納税業務は何名で行っているのか伺います。 

 ２．各事業評価方法について 

今年度も寄居町では様々な事業が各課より行われておりますが、行われる事業に

ついて行政評価と総合振興計画の進捗状況確認という形で事業の振り返りをしてい

ると伺っております。行政評価については評価対象となった一部の事業について４

項目の指標で評価(令和４年度は２事業)。総合振興計画進捗確認については成果指

標目標値に対しての評価という内容となっております(出生率、満足度他)。そこで

お伺いします。 

（１）行政評価の対象にならなかった事業について、事業評価等は行われているか

伺います。 

（２）事業評価の必要性について伺います。 

（３）町長評価、議員評価、町民評価(アンケート等)によって各事業を評価する、

官民一体型評価制度の導入の必要性について考えを伺います。 

 

 

 



 ３．まちなか居住促進補助金の補助金額について 

令和５年度のまちなか居住促進補助金では、男衾駅、寄居駅周辺の対象の区域に

新築住居を取得した場合最大８０万円の補助金が出ることとなっております。 

しかしながら令和４年度までの補助金では、新築に対する補助金は１００万円、

中古に対しては５０万円と年度が替わり新築物件については減額、中古物件に対し

ては補助が出ないような制度になっております。 

空き家対策、コンパクトシティ化に取り組んでいる寄居町ですが、制度との整合

性に欠けるような印象を持ちます。そこでお伺いします。 

（１）令和４年度までは中古物件について補助金がありましたが対象外となった理

由について伺います。 

（２）居住促進を図るために新築物件、中古物件の枠組みは不要なのではないかと

思います。一律で補助金を出すことは可能か伺います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議席番号 １０ 議員氏名 大 澤  博 

項
目
・
要
旨 

１．国民健康保険について 

国民健康保険は、国民皆保険として、国民健康保険法が制定され１９５９年に施

行され、世界に誇れる医療保険制度です。国民健康保険税は、所得割額は、加入者

の所得より、資産割額は加入者の固定資産税より、均等割額は加入者数により、平

等割額は１世帯につきいくらという計算からなり、これらの合計額が税額となりま

す。町民生活は物価高騰により負担が増し、切り詰めた生活になっています。そこ

で伺います。国民健康保険税の均等割額は、未就学児は２分の１に減額されていま

すが、費用の負担が大きくなる就学後から課税されます。近隣の町村では減免され

ている所もあります。国民健康保険には、年金生活者、自営業者・個人事業主等が

多く加入しています。国民健康保険加入の方への生活支援と子育て支援のために、

均等割額を減免すべきと考え伺います。 

（１）均等割額の対象人数は何人ぐらいいるのか伺います。 

（２）（１）の年齢構成は、０歳から１８歳と１９歳以降の人数はどのようになって

いるのか伺います。 

（３）均等割額の０歳から１８歳までの税額はいくらになるのか伺います。 

（４）０歳から１８歳までの均等割額を全額減額し、国民健康保険加入者への生活

支援と子育て支援を行うべきと考えますが、町の考えを伺います。 

（５）均等割額を減免することによる、ペナルティがあるのか伺います。 

 ２．意思表示ノートについて 

埼玉県医師会より、「私の意思表示ノート」が発行されています。健康長寿は誰で

も願うことですが、やがていつかは人生の幕引きとなります。自分らしく迎えるた

めに、元気な時に将来の医療及びケアについて、御自身を主体に、家族や近い人、

医療及びケアする人と繰り返し話し合いを行い、意思決定を支援するものです。ま

た、人生の幕引きを迎えるにあたり、その後のご家族が、財産を相続するかについ

ても、説明がなされています。町は、医師会による講演会が計画されています。意

思表示ノートについて伺います。 

（１）各地区で行われる「長寿の祝い」参加者に、「意思表示ノート」を配布し、将

来の医療及びケアに生かすべきと考えますが、町の考えを伺います。 

（２）町の敬老祝金給付対象者、満７７歳の方全員に「意思表示ノート」を配布し、

将来の医療及びケアするべきと考えますが、町の考えを伺います。 

 

 

 

 

 



 ３．マイナ保険証について 

国の政策により進められている、マイナンバーカードに健康保険証データをひも

付した際、データの入力ミスにより、他人の情報が登録されるトラブルが発生した

ことが、多数報道されています。国は、トラブルの発生に対し、自治体に総点検の

実施を指示され、相当の作業量が発生して負担が増していると報道されています。

マイナ保険証について伺います。 

（１）マイナ保険証の登録率は何％ですか伺います。 

（２）マイナ保険証の登録ミス等のトラブルはありましたか伺います。 

（３）マイナンバーカードの顔写真が撮れないので交付が受けられず、マイナ保険

証も登録できないトラブルを聞きました、当町にはありますか伺います。 

（４）国は、マイナ保険証の普及が進まない自治体には、交付税の交付に、ペナル

ティを行うともとれる事を言っています。具体的にどのようなことなのか伺い

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議席番号 １２ 議員氏名 鈴 木 詠 子 

項
目
・
要
旨 

１．予防できる「がん対策」について 

国立がん研究センターなどのグループは、２０２３年８月に、がんによる社会の

経済的負担（損失）は年間およそ２兆８６００億円に上るとする推計を発表しまし

た。このうち、細菌やウイルスの感染、喫煙などに起因するとされるがんによるも

のは１兆２４０億円となっていて、「禁煙やワクチン接種など適切な予防対策を行え

ば、個々人の命を救うだけでなく、経済的な負担の軽減も期待できる」としていま

す。これは、２０１５年に国内で治療を受けたがん患者のべ約４００万人について、

医療費と、欠勤・休職や死亡に伴う労働損失を推計したもので、行政における今後

のがん対策や健康施策、そこから派生する様々な課題解決のためのエビデンス（科

学的根拠）として貴重な情報と考えます。そこで、主に「喫煙」を起因とする肺が

ん対策、ワクチン接種によりリスクを軽減できる子宮頸がん対策について当町のお

考えを伺います。 

（１）肺がん対策について 

  ①肺がんになった人のうち男性６８%、女性１８%の人が「喫煙」が原因とされ

ています。幅広い疾患にタバコが影響することから、禁煙治療は医療費削減

額が治療費を上回る、きわめて費用対効果に優れた数少ない予防介入といえ

ます。２０２０年からは禁煙治療にオンライン診療が可能となり、禁煙治療

アプリも保険適用となっています。禁煙率向上のための積極的な取り組みに

ついて伺います。 

  ②「禁煙外来治療費助成制度」の実施について 

  ③受動喫煙が原因で亡くなる人は年間１万５千人に上り、それにともなう損失

額も３３００億円と推定されています。奈良県生駒市では喫煙後の息に含ま

れる有害な成分を周囲の人が吸い込むこと（三次喫煙・サードハンドス

モーク）を防ぐ目的で「喫煙した職員は４５分間、エレベーター利用禁

止」とする受動喫煙対策を２０１８年から導入。当町でもすくすくテラ

スや健康診断等、子育て世代の窓口を庁舎にワンストップ化したことで、

来庁した子どもがエレベーターを利用する機会が増えており、何らかの

配慮が必要と考えますが対応を伺います。 

（２）子宮頸がん対策について 

  ①２０２２年度にＨＰＶワクチンの積極的勧奨が再開され、定期接種（小６〜

高１相当の女子）と併せて、積極的勧奨差し控えの影響を受けた世代（現高

２〜２６歳相当）に対してもキャッチアップ接種が開始されています。それ

ぞれの接種率の現状について伺います。 

  ②キャッチアップ接種は最終年度である２０２４年度末までは公費で接種出来

る３年間の時限措置となっており期間内に３回接種を完了するためには２０

２４年９月までに１回目の接種を開始する必要があります。 



    対象者に対して最終期限の通知を送ることについて伺います。 

③熊谷市が埼玉県で初めて９月より小学校６年生から高校１年生までの男子へ

のＨＰＶワクチン接種助成事業を開始します。主に性交渉を介して感染するこ

とから、男性の接種を増やして女性の感染リスクを抑えることが期待され、オ

ーストラリアでは撲滅に近い効果が見られています。当町での実施について伺

います。 

（３）寄居町の６５歳健康寿命年齢は県内でも低位（男性５４位、女性６３位）に

あり、当町においても死因の１位はがんであることから、町民へのがん予防対

策が、今後の町の「健康長寿の延伸」だけでなく「財政負担の軽減」にも繋が

ることは明らかです。町民の意識改革や検診率向上等に対する町の現状分析と

課題について伺います。 

２. 自主防災組織よる避難支援について 

 災害が頻発化する中、各自主防災組織おいては、いざという時に「自分の命は自

分で守る、自分の地域は自分たちで守る」といった自助・共助の防災意識を高く持

ち、日頃から様々な災害の場面を想定した連携や防災訓練等を行っています。しか

し、地域には様々な避難リスクを抱えた方々も多くおられることも事実で、災害が

激甚化した時の想定となると不安があるとの声があります。そこで町の対応を伺い

ます。 

（１）避難行動要支援者名簿の取扱いと個別計画策定について 

（２）地区防災計画の作成について 

（３）災害によっては町の指定避難場所に移動出来ない時のことを想定し、公会堂

等の地区拠点を地区住民が一番身近に避難できる場所として準備している地区

があります。 

  ①地区における防災拠点を「一時（いっとき）避難場所」「一次避難所」として

設置することについて 

  ②防災拠点としての役割を果たすためのクーラー設置補助について 

３. 成年後見制度の利用促進について 

判断能力が不十分な認知症、知的障害、精神障害の人の権利や財産を守るため、

家庭裁判所が選任した法定後見人が、本人に代わり財産管理や福祉サービスの手続

きなどを行う成年後見制度は、利用者は２０２５年には６５歳以上の５人に１人、

約７３０万人に上ると推計され本人やその家族を支える制度として期待されていま

す。当町におきましても２０１７年に寄居町社会福祉協議会内へ寄居町成年後見支

援センターを設置し、２０２１年に成年後見制度利用促進計画を策定し制度の利用

促進を図っております。国は２０２２年度から２０２６年度までを工程期間とする

第２期成年後見制度利用促進基本計画を策定し、制度の運用の改善や後見人への適

切な報酬の付与等についての内容を盛り込み、さらなる権利擁護の推進を図るよう

求めています。そこで町の対応を伺います。 



（１）成年後見制度を利用している方のうち、成年後見人等へ報酬を支払うことが

できない場合について町から助成を行っていますが、その対象は町長申立ての

場合のみとされています。それ以外の家庭裁判所の審判により親族ではない第

三者である成年後見人等の場合についても報酬助成の対象として拡大する考え

があるか伺います。 

（２）さらなる利用促進のため「成年後見制度促進条例の制定」の考えについて伺

います。 

４. 軽度・中等度難聴者への補聴器購入助成について 

補聴器は、加齢性の難聴に悩む高齢者の「聞こえ」を補い、日常生活を支えてい

ますが、軽度・中等度の場合、高価な購入費への支援がないため、使用をためらう

方々からの声を聞いております。身体障害者手帳の交付対象となるような重度でな

くても、難聴を放置すれば孤立化や認知症のリスクが高まります。鴻巣市では今年

度から両耳の聴力レベルが４０デシベル以上で、身体障害者手帳の交付対象となら

ない方を対象に、上限額４万円の助成事業を始めています。当町でも制度の狭間へ

の対応を積極的に推進するお考えがあるか伺います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議席番号 １ 議員氏名 里 見 夕 子 

項
目
・
要
旨 

１．ＡＥＤ使用時の女性への配慮について 

２００４年７月に自動体外式除細動器ＡＥＤの使用が一般市民にも認められるよ

うになって丸１９年がたちました。日本には約６２万台のＡＥＤが設置してあると

推定されており、日本は世界でも有数のＡＥＤ保有国と言われています。 

しかし実際にＡＥＤが使用されているのは２０１９年の１年間では１，３１１件。

ＡＥＤの電気ショック実施率は５．１％にとどまっているのが現状です。更に倒れ

た人が女性だとプライバシー保護ができないことを要因として男性より使われにく

いという調査結果もでています。 

２０１９年５月京都大学等の研究グループは全国の学校構内で心停止になった子

ども２３２人について、救急隊が到着する前にＡＥＤパッドが装着されたかについ

て調査したところ、小・中学生では男女に有意な差はありませんでしたが、高校生

になるとＡＥＤのパッドが貼られた割合は男子生徒８３．２％女子生徒５５．６％

とその差は３０％近く低かったことが、明らかになりました。これは女性の衣類を

脱がせることへの抵抗感からＡＥＤの使用率に男女差が生じているのではないかと

考えられています。 

ＡＥＤの活用推進に向け越谷市では更なる傷病者のプライバシー保護を図るた

め、２０２１年４月から公共施設に設置しているＡＥＤボックスにＡＥＤシートと

して用いるための三角巾を配置しています。ＡＥＤシートとは女性に対してＡＥＤ

を使用する際にプライバシー保護ができないなどを要因としてＡＥＤの使用をため

らう場合があることから、傷病者のプライバシーに配慮しつつ胸骨圧迫をする部位

やＡＥＤパッドを貼る場所が心肺蘇生を実施する人に分かりやすく表示されている

シートです。加えて、プライバシー保護の方法や応急手当にも活用できる三角巾の

使い方などを、分かりやすく説明しているＡ４サイズのカードを配置し市民の皆様

への理解促進に努めています。ＡＥＤを操作する人がためらわず使用できることは

素早い救命措置につながります。そこで伺います。 

（１）寄居町の公共施設におけるＡＥＤの設置状況普及率はどのようになっている

か伺います。 

（２）寄居町におけるＡＥＤの使用状況を伺います。 

（３）議員を含めた役場職員又、ＡＥＤ設置場所に勤務する職員等にＡＥＤを活用

した救命講習はどのような単位・期間で行っているのか伺います。 

（４）ＡＥＤ使用時の女性への配慮について、普及・啓発・三角巾導入など町の考

えを伺います。 

 

 

 

 



 ２．寄居町の多文化共生の取り組みについて 

多文化共生とは国籍や民族の異なる人々が互いの違いを認め合い、対等な関係を

築こうとしながら生きていける社会のことです。身近な取り組みとして 

・行政、生活情報の多言語化、相談体制の整備 

・日本語教育の推進 

・生活オリエンテーションの実施 

・教育機会の確保 

・適正な労働環境の確保 

・災害、救急時の支援体制の整備 

などがあります。寄居町でも外国人労働者の人口が少なからず増えてきていること

から外国人労働者が安全安心に暮らせるようにすることは町の責務だと思います。

しかし、近年残念なことに寄居町における外国人の水難死亡事故が相次いでいます。

また６月にはベトナム人夫婦の死産した胎児の死体遺棄事件もありました。せっか

く縁あって希望をもって寄居町に来たのに、つらく悲しい思い出の地になってしま

った事が残念でなりません。 

このような事故・事件を防止するためには、外国人に対する安全啓発や教育が必

要だと思います。そこで伺います。 

（１）寄居町の多文化共生社会に向けた取り組みについて伺います。 

（２）外国人の水難事故の防止に向けた寄居町の取り組みと今後どのような予防・

防止策・救助体制を整備していくのか伺います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議席番号 １５ 議員氏名 原 口  孝 

項
目
・
要
旨 

１．ＤＸ推進状況について 

議会においても、いよいよ１２月議会からタブレットの使用がスタートします。

また、町行政においてもＤＸ推進、ペーパーレス化がインパクトある言葉となって

いますが、ＤＸ推進においては大きな構造改革が伴います。もちろんメリット・デ

メリットと課題はあると思います。しかし、ＤＸ推進により、業務の効率化・町民

サービスの向上等、行政上、新たな未来像を描く必要があり、そのタイムスケジュ

ールの提示と町民理解とコミュニケーションが必要と考えます。そこで伺います。 

（１）ＤＸ推進について、現状を踏まえた将来像とタイムスケジュールを伺います。 

（２）行政内の効率性と町民サービス向上をどこに求めているのか伺います。 

（３）ＡＩ・ＤＸ推進により、組織に大きな変化が出てくると思いますが、その受

け止め方と方向性について伺います。 

 ２．行政内の各課の再編成について 

ＡＩ・ＤＸ推進により大きく町の業務に変化が生じることが考えられます。 

また、これからの行政は町民との共創のもとに行われるべきと考えます。少子高

齢化、人口減少、財務の固定化、公共施設の統廃合、福祉の拡充、教育等、縦系列

と言われた行政も大きな課の再編成により縦と横が一体化して、町民サービスの向

上に繋げるべきと考えます。そこで伺います。 

（１）ＡⅠ・ＤＸ活用と縦と横が一体化することにより、多様性への対応がスムー

ズになると思います。更なる町民サービスにつながると考えますが、町の考え

を伺います。 

（２）ＡＩ・ＤＸ推進により組織の在り方、業務の見直し等を行うことが、町民サ

ービス向上につながると考えますが、町の考えを伺います。 

 ３．鉢形・折原小学校の統合について 

（１）説明会等が開催されていますが、現状について伺います。 

（２）関係する各学校の教師の皆さんに説明し、また、意見・要望等を聞き、話し

合いをしているのか、伺います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議席番号 ３ 議員氏名 吉 田 林 藏 

項
目
・
要
旨 

１．ｅスポーツについて 

６０歳から８０歳向けコンピュータゲームは、認知症予防などの効果が強調され

ています。夢中になれる充実感を共有する人同士の世代を越えた交流をもたらすこ

とができます。そこで伺います。 

（１）町として６０歳以上のｅスポーツ施設を作る考えはあるか伺います。 

（２）今後ｅスポーツの普及について、検討していただけるか町の考えを伺います。 

 

 


